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記載要領等 納税の猶予に係る期限が到来した猶予中贈与税・相続税額の明細書（免除届出用） 

 

《使用目的等》 

この明細書は、租税特別措置法第 70 条の６の８第 14 項又は第 70 条の６の 10第 15項の規定により贈与税

又は相続税の免除を受ける場合において、その死亡等の日の直前の特例（贈与・相続）報告基準日の翌日か

らその死亡等の日までの間に特例事業受贈者・相続人等につき納税の猶予に係る期限が確定した猶予中贈与

税額・相続税額があるときに免除届出書に添付して提出してください。 

なお、特例事業受贈者に係る贈与者が２以上いる場合には、その贈与者が異なるものごとに作成してくだ

さい。 

 

《記載要領等》 

１ 「１ 納税猶予に係る期限が確定した猶予中贈与税額・相続税額の計算」欄は、特例（受贈）事業用資

産の一部が特例事業受贈者・相続人等の事業の用に供されなくなった日ごとに記載してください。 

なお、「通知の有無」欄は、「猶予期限が確定した事業用資産についての贈与税額・相続税額の通知書」

による通知の有無を記入してください。 

２  「２ 納税猶予に係る期限が到来した特例（受贈）事業用資産」欄は、特例（受贈）事業用資産の一部が

特例事業受贈者・相続人等の事業の用に供されなくなった日ごとにその供されなくなった特例（受贈）事

業用資産の内訳を記入してください。 

⑴  「種類」欄は、宅地等、建物及び減価償却資産の別を記載し、「名称」欄は、特例（受贈）事業用資産

が減価償却資産である場合に記入してください。 

⑵ 「面積」欄は、事業の用に供されなくなった日において特例事業受贈者・相続人等が有する特例（受

贈）事業用資産が宅地等、建物又は果樹等である場合にその面積を記入してください。 

 

（注）１ 「死亡等の日」とは、 

⑴  「個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除」（租税特別措置法第 70条の６の８）

の適用を受けている方（特例事業受贈者）は、①特例事業受贈者が死亡した日、②特例事業受贈

者に係る贈与者が死亡した日、③特例事業受贈者が同法第 70 条の６の８第 14項第３号の規定の

適用に係る贈与をした日又は④特例事業受贈者が租税特別措置法施行規則第 23 条の８の８第 21

項の規定に係る事由に該当したことによりその有する特例受贈事業用資産に係る事業を継続で

きなくなった場合におけるその事業を継続することができなくなった日をいいます。 

⑵  「個人の事業用資産についての相続税の納税猶予及び免除」（租税特別措置法第 70条の６の 10）

の適用を受けている方（特例事業相続人等）は、①特例事業相続人等が死亡した日、②特例事業

相続人等が同法第 70 条の６の 10 第 15 項第２号の規定の適用に係る贈与をした日又は③特例事

業相続人等が租税特別措置法施行規則第 23 条の８の９第 19 項において準用する同令第 23 条の

８の８第 21 項の規定に係る事由に該当したことによりその有する特例事業用資産に係る事業を

継続できなくなった場合におけるその事業を継続することができなくなった日をいいます。 

２ 「特例（贈与・相続）報告基準日」とは、特定申告期限（特例（受贈）事業用資産に係る事業に

係る最初の租税特別措置法第 70 条の６の８第１項の規定の適用に係る贈与の日の属する年分の贈

与税の申告書の提出期限又は最初の同法第 70 条の６の 10 第１項の規定の適用に係る相続に係る相

続税の申告書の提出期限のいずれか早い日をいいます。）の翌日から起算して３年を経過するごと

の日をいいます。 

３  「贈与・相続時の価額」は、租税特別措置法第 70 条の６の８第１項の規定の適用に係る贈与税の

申告書又は同法第70条の６の10第１項の規定の適用に係る相続税の申告書に記載した特例 （受贈）

事業用資産の価額をいいます。 

ただし、特例事業受贈者・相続人等が、租税特別措置法第 70 条の６の８第 18項又は第 70条の６

の 10第 19 項の規定による免除の適用を受けた場合には、これらの規定の「認可決定日における価

額」となります。 


